
各種届出等について

令和６年度 石垣市集団指導
石垣市福祉部介護⻑寿課



指定更新申請について

○指定有効期限は、原則6年間となっています。各事業所で指定通知書
をご確認いただき、期限が切れないようご注意ください。

○提出書類は、早めに準備（作成）し、指定有効期限の１ヵ月前までに
提出してください。

○添付書類については、届出済の内容から変更がない場合、添付を省略
することが可能です。添付を省略する場合は、チェックリストの「添付
省略」にチェックをつけてください。

○届出済の内容が不明確な場合は、必要書類⼀式を提出してください。



廃止・休止・再開届について

○廃止・休止の届出は、廃止・休止日の１ヶ月前までに提出してくださ
い。
○廃止・休止後の利⽤者の受け⼊れ先（移⾏先）等が分かる書類（任意
様式）を添付してください。

※休止期間は、おおよそ６ヶ月以内となります。

○再開の届出は、再開日の１０日以内に提出してください。
再開する際は事前に連絡をお願いします。



変更届について
○⼀部項目を除き、変更後10日以内に提出してください。10日を過
ぎた場合は、遅延理由書の提出が必要です。（遅延理由書の様式は任
意）

○事業所の所在地の変更︓1ヶ月前までに変更届を提出してください。
○通所系サービスの利⽤定員増員︓2週間前までに変更届を提出

（提出された翌月の1日より増員可能となります）

10日以内提出ではない項目

※運営規程について・・・業務負担軽減の観点より、運営規程の従業
員の「員数」の記載は「○人以上」（人員基準を満たす範囲内）と記
載することも可となっております。

※現地確認等で審査に時間を要するため、提出期限内の提出をお願いいたします）



変更届についての留意点

○サービスの種類の記載誤りが多い。

○届出日、変更年月日の記載漏れが⾒られる。

○変更前、変更後欄に記載がないものが⾒受けられる。変更内容が記載欄に⼊り
きらない場合は別紙にて添付をお願いします。

○運営規程の変更時に変更後の運営規程のみ提出しているものが⾒受けられる。
変更対照表（任意様式）にて、変更前と変更後の内容が分かるよう記載してくだ
さい。

○「従業者の勤務の体制及び勤務形態⼀覧表」の記載誤りが多くみられます。
※今後は、なるべく標準様式での作成をお願いします。



（標準様式1） 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表　 サービス種別（ ）
令和 ( ) 年 月 事業所名（ ）

(1)
(2)

(3)事業所における常勤の従業者が勤務すべき時間数 時間/週 時間/月

当月の日数 日

(4) 事業所全体のサービス提供単位数 単位

単位目

(5) 当該サービス提供単位のサービス提供時間 ～ （計 時間）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日

a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a
8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8
7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a
8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8
7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

a a a a a a a a
8 8 8 8 8 8 8 8
7 7 7 7 7 7 7 7
x x x x x x x x x x x x x x x x
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

x x x x x x x x x x x x
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
a a a a a a a a a a a a
8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8
7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

a a a a
8 8 8 8
7 7 7 7

a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a
8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8
7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7
a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a
8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8
7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7
y y y y y y y y y y y y y y y y
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

y y y y y y y y y y y y
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14

18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18

7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

11.2 11.2 11.2 11.2 11.2 11.2 11.2 11.2 11.2 11.2 11.2 11.2 11.2 11.2 11.2 11.2 11.2 11.2 11.2 11.2 11.2 11.2 11.2 11.2 11.2 11.2 11.2 11.2

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

40 160

（参考）
(18) 1日の職種別人員内訳

生活相談員

看護職員

介護職員

機能訓練指導員

0 0

196 49

392 98

13

シフト記号

(15) 利用者数

(16) サービス提供時間（平均提供時間）

112 28

勤務時間数 0 0
サービス提供時間内

の勤務時間数 0 0

勤務時間数 0 0
サービス提供時間内

の勤務時間数

生活相談員

看護職員

介護職員

(14) サービス提供時間内
の勤務延時間数

12

シフト記号

11 機能訓練指導員 勤務時間数 48 12
サービス提供時間内

の勤務時間数 36
D 看護師 ○○　D美

シフト記号

9

勤務時間数 160 40
サービス提供時間内

の勤務時間数 140

看護職員、介護職員勤務時間数 64 16
サービス提供時間内

の勤務時間数

シフト記号

看護職員

A ー ○○　F子

シフト記号

35

48 12

8 A 介護福祉士 ○○　E次

シフト記号

9 介護職員

介護職員

10 B 看護師 ○○　C男

7 介護職員

介護職員

機能訓練指導員

看護職員、機能訓練指
導員

勤務時間数 32 8
サービス提供時間内

の勤務時間数 28
B ー ○○　C男

シフト記号

7

勤務時間数 160 40
サービス提供時間内

の勤務時間数 140 35

生活相談員勤務時間数 96 24
サービス提供時間内

の勤務時間数

機能訓練指導員勤務時間数 48 12
サービス提供時間内

の勤務時間数 48
シフト記号

D 准看護師 ○○　D美

シフト記号

12

84 21

4 B 看護師 ○○　C男

シフト記号

5 看護職員

看護職員

6 B ー ○○　B子

機能訓練指導員、介護
職員

勤務時間数 64 16
サービス提供時間内

の勤務時間数 64 16

A 社会福祉士 ○○　A太

シフト記号

介護職員勤務時間数 64 16
サービス提供時間内

の勤務時間数 56
B 社会福祉主事任用資格 ○○　B子

シフト記号

厚労　太郎

シフト記号

35

3 生活相談員

1 管理者

生活相談員 勤務時間数 160 40
サービス提供時間内

の勤務時間数 140 35
2

14

No
(6)

職種

(7)
勤務
形態

(8)
資格

(9) 氏　名

(10)
(11) 1～4週目
の勤務時間数

合計

(12)
週平均

勤務時間
数

1週目 2週目 3週目 4週目 5週目

(17) 確保すべき介護職員の勤務時間数（注：記入方法参照）

地域密着型通所介護
6 2024 4 ○○デイサービス

４週

1

1

30

予定

9:30 16:30 7

(13) 兼務状況
（兼務先及び兼務する

職務の内容）等

勤務時間数 160 40
サービス提供時間内

の勤務時間数 140
A ー

【記載例】

兼務の場合、それぞれの職種ごとに記
載してください。

忘れずに記載
してくださ
い。

人員基準を満たしている配
置となっているか等再度ご
確認ください。
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従業者の勤務の体制及び勤務形態⼀覧表の記⼊例
勤務形態について
※勤務形態の常勤・非常勤は雇用形態ではなく、「正規職員が1週間
に勤務すべき時間に達している場合は常勤、満たしていない場合は
非常勤」となります。

例１︓１⽇あたり８時間（週４０時間）勤務。看護職員（４H）と介護職員（４H）を兼務
している。雇用形態は契約社員である。

⇒ 「Ｂ」常勤兼務

例２︓１⽇あたり８時間週3⽇（週２４時間）勤務。看護職員（４H）と機能訓練指導員
（４H）として勤務。雇用形態はパート社員である。

⇒ 「D」非常勤兼務

【正規職員が１⽇あたり８時間（週４０時間）勤務の場合】



給付費算定に係る体制等に関する届出について

○指定時に届け出た内容に変更があった場合は、「介護給付費算定に
係る体制等に関する届出書」の提出が必要です。

届出時期 算定開始時期

毎月15⽇までに届出 翌月から

毎月16⽇以降に届出 翌々月から

○加算の算定要件を満たさなくなった場合は、その事実が発生した
⽇から加算の算定はできません。速やかに届出が必要です。



給付費算定に係る体制等に関する届出について

○「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表」の添付が必須となりま
す。こちらも、サービス種で様式が異なりますのでご注意ください。

○必要に応じて、各加算に対応した別紙の添付が必要な場合がありま
す。
○加算を取得するにあたって、要件に合致しているかの確認を⾏った
積算資料や根拠資料は事業所で必ず保管してください。

○サービス種で様式が異なります。（次ページ参照）
・別紙3－2「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」は地域密着型（介護予
防）、居宅介護⽀援、介護予防⽀援事業者用。
・別紙50「介護予防・⽇常生活⽀援総合事業費算定に係る体制等に関する届出書」
は介護予防・⽇常生活⽀援総合事業（訪問型・通所型）。



（別紙３－２）

令和 年 月
殿

所在地

名称

このことについて、関係書類を添えて以下のとおり届け出ます。

ー ）
県

ー ）
県

ー ）
県

ー ）
県

ー ）
県

指定年
月日 年月日

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □

□ □ □

（指定を受けている場合）

備考1　「受付番号」欄には記載しないでください。
　　2　「法人である場合その種別」欄は、申請者が法人である場合に、「社会福祉法人」「医療法人」「社団法人」
　　　「財団法人」「株式会社」「有限会社」等の別を記入してください。
　　3　「法人所轄庁」欄、申請者が認可法人である場合に、その主務官庁の名称を記載してください。
　　4　「実施事業」欄は、該当する欄に「〇」を記入してください。
　　5　「異動等の区分」欄には、今回届出を行う事業所について該当する数字の横の□を■にしてください。
　　6　「異動項目」欄には、(別紙1－３)「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表」に掲げる項目（施設等の区分、

人員配置区分、その他該当する体制等、割引）を記載してください。
　　7　「特記事項」欄には、異動の状況について具体的に記載してください。
　　8　「主たる事業所の所在地以外の場所で一部実施する場合の出張所等の所在地」について、複数の出張所等を

有する場合は、適宜欄を補正して、全ての出張所等の状況について記載してください。

受付番号

介護給付費算定に係る体制等に関する届出書
＜地域密着型サービス事業者・地域密着型介護予防サービス事業者用＞＜居宅介護支援事業者・介護予防支援事業者用＞

石垣市長

届
　
出
　
者

フリガナ
名　　称

主たる事務所の所在地
(郵便番号

　(ビルの名称等)
連 絡 先 電話番号

　 群市

法人である場合その種別 法人所轄庁
FAX番号

代表者の職・氏名 職名 氏名

代表者の住所
(郵便番号

　 群市

事
業
所
の
状
況

フリガナ
事業所・施設の名称

主たる事業所の所在地
(郵便番号

　 群市

連 絡 先 電話番号 FAX番号

連 絡 先 電話番号 FAX番号

管理者の住所
(郵便番号

　 群市

管理者の氏名

主たる事業所の所在地以外の場所
で一部実施する場合の出張所等の
所在地

(郵便番号
　 群市

届
出
を
行
う
事
業
所
の
状
況

同一所在地において行う
事業等の種類

実施
事業

異動等の区分
異動（予定） 異動項目 市町村が定める単位の有無

(※変更の場合) (市町村記載)

地
域
密
着
型
サ
ー

ビ
ス

夜間対応型訪問介護 1新規 2変更 3終了

認知症対応型共同生活介護 1新規 2変更

1 有

地域密着型通所介護 1新規 2変更 3終了 1 有

1 有

1 有

3終了

小規模多機能型居宅介護

療養通所介護
1新規 2変更認知症対応型通所介護 1 有

1新規

1新規 2変更 3終了

1 有

1 有

2変更

3終了

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 1新規 2変更 3終了

地域密着型特定施設入居者生活介護 1新規 2変更 3終了

3終了

1 有
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 1新規 2変更 3終了 1 有

1 有
介護予防認知症対応型通所介護 1新規 2変更 3終了

複合型サービス 1新規 2変更 3終了

1 有
介護予防小規模多機能型居宅介護 1新規 2変更 3終了 1 有
介護予防認知症対応型共同生活介護 1新規 2変更 3終了 1 有

介護予防支援 1新規 2変更 3終了

居宅介護支援 1新規 2変更 3終了

地域密着型サービス事業所番号等
指定を受けている市町村
介護保険事業所番号
既に指定等を受けている事業

関係書類 別添のとおり

医療機関コード等

特
記
事
項

変　更　前 変　更　後



（別紙50）

令和 年 月
殿

このことについて、関係書類を添えて以下のとおり届け出ます。

ー ）
県

ー ）
県

ー ）
県

ー ）
県

ー ）
県

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □

備考1　「受付番号」「事業所所在市町村番号」欄には記載しないでください。
　　2　「法人の種別」欄は、申請者が法人である場合に、「社会福祉法人」「医療法人」「社団法人」「財団法人」
　　　「株式会社」「有限会社」等の別を記入してください。
　　3　「法人所轄庁」欄は、申請者が認可法人である場合に、その主務官庁の名称を記載してください。
　　4　「実施事業」欄は、該当する欄に「〇」を記入してください。
　　5　「異動等の区分」欄には、今回届出を行う事業所・施設について該当する数字の横の□
　　6　「異動項目」欄には、(別紙1-4)「介護予防・日常生活支援総合事業費算定に係る体制等状況一覧表」に掲げる項目
　　　を記載してください。
　　7　「特記事項」欄には、異動の状況について具体的に記載してください。
　　8　「主たる事業所の所在地以外の場所で一部実施する場合の出張所等の所在地」について、複数の出張所等を有する場合は、
　　　適宜欄を補正して、全ての出張所等の状況について記載してください。

届
出
を
行
う
事
業
所
・
施
設
の
種
類

同一所在地において行う
事業等の種類

実施
事業

指定（許可） 異動等の区分 異動（予定）

2変更 3終了

関係書類 別添のとおり

介護保険事業所番号

特
記
事
項

変　更　前 変　更　後

通所型サービス（独自・定率）
1新規 2変更 3終了

2変更

通所型サービス（独自）
1新規

1新規

訪問型サービス（独自）
1新規

訪問型サービス（独自・定率）
1新規

3終了

訪問型サービス（独自・定額）

2変更 3終了

通所型サービス（独自・定額）
1新規 2変更

3終了

異動項目
年月日 年月日 (※変更の場合)

2変更 3終了

管理者の住所
(郵便番号

　 群市

(郵便番号
　 群市

連 絡 先 電話番号 FAX番号
管理者の氏名

事
業
所
・
施
設
の
状
況

主たる事業所・施設の
所在地

(郵便番号
　 群市

連 絡 先 電話番号 FAX番号
主たる事業所の所在地以外の場所で
一部実施する場合の出張所等の所在
地
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介護予防・日常生活支援総合事業費算定に係る体制等に関する届出書＜指定事業者用＞

　　石垣市長
所在地



各種届出様式等について
○令和６年４⽉から、原則として国が⽰している標準様式（統⼀様式）
を使用することとなっています。地域密着型サービスと介護予防・日常
⽣活⽀援総合事業では様式が異なりますのでご注意ください。

○様式は厚⽣労働省ホームページに掲載されています。
ホーム＞政策について＞分野別の政策⼀覧＞福祉・介護＞介護・高齢者
福祉＞指定申請等のウェブ⼊⼒・電⼦申請について＞２.指定申請様式等
の使用原則化

厚⽣労働省 介護保険 標準様式 で検索



電子申請届出システムについて

○令和８年３⽉３１日までに全ての地⽅公共団体で本システムを利用
開始することが法令で定められました。

○目的は、介護サービス事業所の負担軽減等のために⾏うもの。

○⽯垣市は、令和７年１２⽉１日から運用を予定しています。対象と
なる届出は、新規指定申請、更新申請、変更届、廃⽌・休⽌届、再開
届、指定辞退届です。

○しばらくの間、電⼦申請届出システムと並⾏して、窓⼝、メール、
郵送での提出も受け付けます。
提出用メールアドレス︓kaigo-01@city.Ishigaki.okinawa.jp



居宅介護⽀援事業所における特定事業所集中減
算について

○令和６年８⽉１３日事務連絡にて厚⽣労働省⽼健局認知症施策・地
域介護推進課から、居宅介護⽀援に係る特定事業所集中減算の適正な
適用についての通知がありました。

○上記の内容について、令和７年１⽉１４日付け⽯福介第６５２号に
て通知（メールにて⼀⻫送信）しています。今⼀度ご確認ください。

○「居宅介護⽀援における特定事業所集中減算に係る報告書」はすべ
ての居宅介護⽀援事業所で作成が必要です。判定結果が８０％を超え
た場合は、⽯垣市へ提出してください。正当な理由に該当する場合で
も提出は必要です。

提出期限︓前期9⽉15日、後期3⽉15日


